
 

 

  （別 紙） 

 

≪経営成績≫ 

【連 結】                               （単位：億円） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
親会社株主に帰属する

当期純利益 

2020年 3月期  22,463( 0.1%) 1,163(  39.1%) 999(  52.1%) 630(  35.7%) 

2019年 3月期  22,443( 8.3%) 836(△22.3%) 657(△25.7%) 464(△ 1.6%) 

（注）パーセント表示は、対前年度増減率 
 

【個 別】                                                            （単位：億円）  

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

2020年 3月期  20,319( 0.3%) 940(  56.0%) 780(  66.6%) 516(  28.1%) 

2019年 3月期  20,255( 8.4%) 602(△26.8%) 468(△30.7%) 403(△ 3.6%) 

（注）パーセント表示は、対前年度増減率 

 

（参 考） 

売上高には、再生可能エネルギーの固定価格買取制度に基づく再エネ特措法交付金・再エネ特措法賦課金

および間接オークションに伴う自己約定分等（※）が含まれています。これらを除いた売上高および売上

高営業利益率の比較は以下のとおりです。 

（単位：億円） 

2020年 3月期 売 上 高 
（※）を除いた 

売上高 売上高営業利益率 
（※）を除いた 

売上高営業利益率 

連 結 22,463 17,503 5.2% 6.6% 

個 別 20,319 15,359 4.6% 6.1% 

 
 

 

 

【連結経常利益の変動要因】 
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＜主要諸元＞ 

項      目 2020年 3月期 2019年 3月期 

原 油 ＣＩＦ 価 格 (ドル/バーレル) 67.8 72.1 

為 替 レ ー ト (円/ドル) 109 111 

出 水 率 (％)  100.2 90.5 

原子力設備利用率 (％) － － 

 

 

≪財政状態≫ 

【連 結】                        （単位：億円） 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

2020年 3月期 43,230 8,641 18.3% 

2019年 3月期 42,586 8,337 17.9% 

 

【個 別】                       （単位：億円） 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

2020年 3月期 39,627 6,837 17.2% 

2019年 3月期 39,235 6,541 16.6% 

 

≪販売電力量≫                           （単位：億ｋＷｈ） 

 
小  売 

電  力 
卸  売 合 計 

電  灯 電  力 小  計 

2020年 3月期  218(△4.1%) 454(△1.7%) 672(△2.5%) 177(  8.8%) 848(△0.3%) 

2019年 3月期  227(△4.8%) 461(△4.1%) 689(△4.3%) 162( 18.8%) 851(△0.6%) 

（注１）パーセント表示は、対前年度増減率 

（注２）個々の数値の合計と合計欄の数値は、四捨五入の関係で一致しない場合があります。 

 

  



 

 

≪２０１９年度配当≫ 

配当については、安定的な配当を行うことを基本に、当年度の業績や中長期的な

収支見通しなどを総合的に勘案し決定することを基本的な方針としております。 

当年度の業績は、競争激化による販売電力量（小売）の減少や令和元年東日本台風  

（台風 19号）による被害設備の復旧に要する費用の計上などがあったものの、東北６県

および新潟県以外への販売電力量（卸売）の増加や能代火力発電所３号機の運転開始に 

よる燃料費改善効果、企業グループ一体となった生産性・効率性のさらなる向上に努めた

ことなどに加えて、燃料費調整制度のタイムラグ影響が利益を大きく押し上げたことから、

一定の利益水準を確保することができました。 

また、当社は「東北電力グループ中長期ビジョン」で掲げた「東北発の新たな時代の  

スマート社会の実現に貢献し、社会の持続的発展とともに成長する企業グループ」の実現

に向け、東北電力グループの基盤事業である「電力供給事業」の構造改革を進めることに

より、競争力を徹底的に強化していくとともに、社会課題を解決し、地域に住む方々が  

快適・安全・安心に暮らすことができる社会を実現する「スマート社会実現事業」を成長

事業と位置づけ、ビジネスモデルの転換に果敢に挑戦することとしております。 

このような状況を総合的に勘案し、２０１９年度の期末配当金については、１株につき

２０円を予定しております。 

 

≪２０２１年３月期（２０２０年度）業績予想≫ 

２０２１年 3 月期（２０２０年度）の業績予想については、新型コロナウイルスの  

感染拡大に伴う電力需要等への影響が不透明なことから、現時点においては、合理的な

算定が困難な状況であるため未定としております。今後、一定の条件が整い、合理的な

算定が可能となった時点において、速やかにお知らせいたします。 

 

≪２０２１年３月期（２０２０年度）配当予想≫ 

２０２１年３月期（２０２０年度）の配当予想については、中間配当および期末配当  

ともに未定とさせていただきます。 

 

 

以 上 


